
一

○
内
閣
府
令
第
三
十
二
号

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
百
一
号
）

第
八
条
、
第
二
十
三
条
第
二
項
第
二
号
、
第
二
十
六
条
第
一
項
、
第
二
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
二
十
八
条
並
び
に
第

二
十
九
条
第
一
項
、
第
二
項
第
三
号
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係

る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
指
定
活
用
団
体
に
関
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
六
月
二
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
指
定
活
用
団
体
に
関

す
る
内
閣
府
令

（
事
務
に
要
す
る
経
費
）

第
一
条

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
百

一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
八
条
、
第
二
十
七
条
第
一
項
並
び
に
第
二
十
九
条
第
一
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る
内

閣
府
令
で
定
め
る
事
務
に
要
す
る
経
費
は
、
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
に
係
る
人
件
費
、
事
務
所
費
そ
の
他
指
定
活
用
団
体

参考資料４



 

  
 

二 

の
運
営
に
必
要
な
一
般
管
理
費
と
す
る
。 

 

（
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
規
程
の
記
載
事
項
） 

第
二
条 
法
第
二
十
三
条
第
二
項
第
二
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

休
眠
預
金
等
交
付
金
の
受
入
れ
、
民
間
公
益
活
動
の
促
進
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
並
び
に
民
間
公
益
活
動
の
促
進
に

資
す
る
た
め
の
啓
発
活
動
及
び
広
報
活
動
の
実
施
の
方
法
に
関
す
る
事
項 

二 

民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項 

三 

そ
の
他
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項 

 

（
事
業
計
画
等
の
認
可
の
申
請
） 

第
三
条 

指
定
活
用
団
体
は
、
法
第
二
十
六
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
の
認
可
を
受
け
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
の
一
月
前
ま
で
に
（
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
日
の
属

す
る
事
業
年
度
に
あ
っ
て
は
、
当
該
指
定
を
受
け
た
後
遅
滞
な
く
）
、
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添

え
て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

事
業
計
画
書 



  
 

三 

二 

収
支
予
算
書 

２ 
指
定
活
用
団
体
は
、
法
第
二
十
六
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
又
は
収
支
予
算
の
変
更
の
認
可
を
受
け
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
様
式
第
二
に
よ
る
申
請
書
に
当
該
変
更
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面
を
添
え
て
、
内
閣
総
理

大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
区
分
経
理
の
方
法
） 

第
四
条 

指
定
活
用
団
体
は
、
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
に
係
る
経
理
と
そ
の
他
の
業
務
に
係
る
経
理
と
を
区
分
し
、
そ
れ
ぞ

れ
勘
定
を
設
け
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

指
定
活
用
団
体
は
、
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
と
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
以
外
の
業
務
の
双
方
に
関
連
す
る
収
入
及
び

費
用
に
つ
い
て
は
、
適
正
な
基
準
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
業
務
に
配
分
し
て
経
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
帳
簿
） 

第
五
条 

指
定
活
用
団
体
は
、法
第
二
十
八
条
の
帳
簿
を
一
年
ご
と
に
閉
鎖
し
、
閉
鎖
後
十
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

法
第
二
十
八
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

法
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
休
眠
預
金
等
交
付
金
の
額
の
総
額 



 

  
 

四 

二 

法
第
二
十
一
条
第
一
項
各
号
の
業
務
ご
と
に
充
て
た
休
眠
預
金
等
交
付
金
の
額 

三 
法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
助
成
又
は
貸
付
け
を
受
け
た
資
金
分
配
団
体
の
名
称
及
び
住
所
並
び
に

資
金
分
配
団
体
ご
と
の
助
成
又
は
貸
付
け
を
受
け
た
金
額
及
び
年
月
日 

四 

法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
貸
付
け
を
受
け
た
民
間
公
益
活
動
を
行
う
団
体
の
名
称
及
び
住
所
並
び

に
民
間
公
益
活
動
を
行
う
団
体
ご
と
の
貸
付
け
を
受
け
た
金
額
及
び
年
月
日 

五 

法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
運
用
資
金
を
運
用
し
て
得
た
利
子
そ
の
他
の
収
入
金
の
総
額 

３ 

第
一
項
に
規
定
す
る
保
存
は
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
方
法
を
い
う
。
）
に
よ
る
記
録
に
係
る
記
録
媒
体
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。 

（
運
用
資
金
の
運
用
方
法
） 

第
六
条 

法
第
二
十
九
条
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
方
法
は
、
信
託
業
務
を
営
む
金
融
機
関
（
金
融
機

関
の
信
託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
十
八
年
法
律
第
四
十
三
号
）
第
一
条
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た
金
融
機
関

を
い
う
。
）
へ
の
金
銭
信
託
で
元
本
補
填
の
契
約
が
あ
る
も
の
と
す
る
。 

 
 

 

附 

則 



  
 

五 

 
こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 



 

様式第一（第三条第一項関係） 

 

 

 

指定活用団体事業計画及び収支予算認可申請書 

 

 

 

年 月 日   

内閣総理大臣  殿 

 

申請者の名称       印 

        代表者の氏名    

      法 人 番 号 

 

 

 

事業計画及び収支予算について認可を受けたいので、民間公益活動を促進するた

めの休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第26条第１項前段の規定により、別

添のとおり申請します。 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される 13桁の法人番号を記載すること。 

 



 

様式第二（第三条第二項関係） 

 

 

 

指定活用団体事業計画（収支予算）変更認可申請書 

 

 

 

年 月 日   

内閣総理大臣  殿 

 

申請者の名称       印 

        代表者の氏名    

      法 人 番 号 

 

 

 

事業計画（収支予算）の変更について認可を受けたいので、民間公益活動を促進

するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第26条第１項後段の規定によ

り、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

 

１．変更の内容 

２．変更の理由 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される 13桁の法人番号を記載すること。 

 



  
 

一 

○
内
閣
府
告
示
第
千
四
百
十
六
号 

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
百
一
号
）

第
二
十
九
条
第
二
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
活
用
団
体
が
預
金
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
金
融
機
関
を
次
の
よ
う
に
指

定
す
る
。 

平
成
三
十
年
六
月
二
十
九
日 

内
閣
総
理
大
臣 

安
倍 

晋
三 

 

一 

銀
行 

二 

長
期
信
用
銀
行 

三 

全
国
を
地
区
と
す
る
信
用
金
庫
連
合
会 

四 

全
国
信
用
協
同
組
合
連
合
会 

五 

労
働
金
庫
連
合
会 

六 

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫 

 
 

 
 



指定活用団体による申請手続等に関するガイドライン 

平成３０年６月２９日 

内閣府政策統括官（経済社会システム担当）決定 

民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律

（平成２８年法律第１０１号）（以下「法」という。）に基づく指定活用団体が

行う認可申請手続等については、法及び民間公益活動を促進するための休眠預

金等に係る資金の活用に関する法律に基づく指定活用団体に関する内閣府令

（平成３０年内閣府令３２号）に定めるもののほか、このガイドラインの定め

るところによる。 

１．名称又は住所等の変更の届出 

指定活用団体は、法第二十条第三項の規定による届出をしようとするときは、

様式第一による届出書を内閣総理大臣に提出しなければならない。 

２．民間公益活動促進業務規程の認可の申請 

（１）指定活用団体は、法第二十三条第一項前段の規定により、民間公益活動促

進業務規程の認可を受けようとするときは、様式第二による申請書に当該

認可に係る民間公益活動促進業務規程を添えて内閣総理大臣に提出しなけ

ればならない。 

（２）指定活用団体は、法第二十三条第一項後段の規定により民間公益活動促進

業務規程の変更の認可を受けようとするときは、様式第三による申請書に

当該変更の明細を記載した書面を添えて内閣総理大臣に提出しなければな

らない。 

３．役員の選任等の認可の申請 

指定活用団体は、法第二十四条第一項の規定による役員の選任又は解任の認

可を受けようとするときは、様式第四による申請書に次に掲げる書類を添えて、

内閣総理大臣に提出しなければならない。 

一 役員の選任又は解任に係る理事会及び評議員会の議事録 

二 選任の場合にあっては、次に掲げる書類 

イ 選任された者の氏名、住所、履歴及び選任の理由を記載した書類並び

にその就任の承諾を証する書類 

ロ 選任された者が、法第二十条第一項第六号イ及びロに該当する者でな

い旨を誓約する書類 

三 解任の場合にあっては、解任された者の氏名及び解任の理由を記載し 

た書類 



 
 

 

４．業務の休廃止 

指定活用団体は、法第三十二条第一項の規定による許可を受けようとすると

きは、様式第五による申請書を内閣総理大臣に提出しなければならない。 

 

５．立入検査 

法第四十四条第一項の規定による指定活用団体に対する立入検査をする職

員の身分を示す証明書は、様式第六によるものとする。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第一 

指定活用団体名称等変更届出書 

年 月 日  

内閣総理大臣  殿 

届出者の名称    印 

 代表者の氏名  

 法 人 番 号 

（１）指定活用団体の名称又は住所

（２）民間公益活動促進業務を行う事務所の所在地

を変更するので、民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関

する法律第20条第３項の規定により、下記のとおり届け出ます。 

記 

１．変更事項 

届出事項 変更前 変更後 変更年月日 備考 

２．変更の理由 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される 13桁の法人番号を記載すること。 



様式第二 

民間公益活動促進業務規程認可申請書 

年 月 日  

内閣総理大臣  殿 

申請者の名称 印 

 代表者の氏名  

  法 人 番 号 

民間公益活動促進業務規程について認可を受けたいので、民間公益活動を促進す

るための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第23条第１項前段の規定により、

別添のとおり申請します。 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される 13桁の法人番号を記載すること。 



様式第三 

民間公益活動促進業務規程変更認可申請書 

年 月 日  

内閣総理大臣  殿 

申請者の名称 印 

 代表者の氏名  

  法 人 番 号 

民間公益活動促進業務規程の変更について認可を受けたいので、民間公益活動を

促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第23条第１項後段の規定

により、下記のとおり申請します。 

記 

１．変更の内容 

２．変更の理由 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される 13桁の法人番号を記載すること。 



 

様式第四 

 

 

役員選任（解任）認可申請書 

 

 

 

年 月 日   

内閣総理大臣  殿 

 

申請者の名称       印 

        代表者の氏名    

           法 人 番 号 

 

 

 

指定活用団体の役員の選任（解任）について認可を受けたいので、民間公益活動

を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第24条第１項の規定に

より、別添のとおり申請します。 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される13桁の法人番号を記載すること。 



 

様式第五 

 

 

指定活用団体業務休廃止許可申請書 

 

 

 

年 月 日   

内閣総理大臣  殿 

 

申請者の名称       印 

        代表者の氏名    

           法 人 番 号 

 

 

 

民間公益活動促進業務の一部（全部）の休止（廃止）について許可を受けたいの

で、民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律第32

条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 

 

１．休止（廃止）しようとする民間公益活動促進業務の範囲 

２．休止（廃止）しようとする年月日 

３．休止しようとする場合にあっては、その期間 

４．休止（廃止）の理由 

 

 

 

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

法人番号については、国税庁から指定・通知される 13桁の法人番号を記載すること。 

 



第 号 

民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する 
法律の規定による立入検査をする職員の身分証明書 

所属部局 

 官  職 

氏  名 

年  月  日生 

年  月  日交付 

発行者名 印 

様式第六 

表 面 

  

写

真

印

又は

刻印



 
 

裏 面 

民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（抄） 
 

第四十四条 行政庁は、この法律の円滑な実施を確保するため必要があると認めるときは、その職員に金融機関等（金融
機関代理業者を含む。第六項において同じ。）若しくは指定活用団体の営業所若しくは事務所その他の施設に立ち入
らせ、その業務若しくは財産の状況に関し質問させ、又は帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 行政庁は、前項の規定による立入り、質問又は検査を行う場合において特に必要があると認めるときは、その必要
の限度において、その職員に同項の金融機関等の子会社若しくは当該金融機関等から業務の委託を受けた者の施設に
立ち入らせ、当該金融機関等に対する質問若しくは検査に必要な事項に関し質問させ、又は帳簿書類その他の物件を
検査させることができる。 

３ 前二項の場合において、これらの項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、こ
れを提示しなければならない。 

４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 
５ 前条第三項の規定は、第二項の規定による金融機関等の子会社又は金融機関等から業務の委託を受けた者に対する

質問及び検査について準用する。 
６ 行政庁は、必要があると認めるときは、機構に、第一項（金融機関等に係るものに限る。）又は第二項の規定によ

る立入り、質問又は検査（第二章第一節の規定による手続及び支払等業務の委託又は再委託が適正に行われているこ
とを調査するために行うものに限る。）を行わせることができる。この場合において、機構は、その職員に当該立入
り、質問又は検査を行わせるものとする。 

７ 第三項から第五項までの規定は、前項の規定による立入り、質問又は検査について準用する。 
第五十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 
一・二（略） 
三 第四十三条第一項（指定活用団体に係る部分に限る。）の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽
の報告若しくは資料の提出をした者 

四 第四十四条第一項（指定活用団体に係る部分に限る。）の規定による同項の職員の質問に対して答弁をせず、若 
しくは虚偽の答弁をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 


